
（様式－１ 表紙） 

 

  １ 調査名称：下妻市都市計画道路再検討基礎調査 

 

 

 

 ２ 調査主体：下妻市 

 

 

 ３ 調査圏域：下妻市全域 

 

 

 ４ 調査期間：令和２年度 

 

 

 ５ 調査概要： 

本市の都市計画道路は，合併を行う以前の旧下妻市の関東鉄道常総線下妻駅を

中心とする下妻市街地周辺及び旧千代川村の関東鉄道常総線宗道駅を中心とする

宗道市街地周辺に合計 23 路線が都市計画決定され，これまで着実に整備が進んで

きた。 

一方，近年本市では，人口減少，市街地空洞化，市村合併，更には東日本大震災

や関東・東北豪雨災害による各種影響などにより，都市計画道路を取り巻く環境

は大きく変化しており，これらの社会情勢や地域情勢の変化を踏まえると，本市

における都市計画道路の役割や機能に変化が生じている可能性があるため，その

状況を検証することが必要となっている。 

本市では茨城県が策定した「茨城県都市計画道路再検討指針」に基づき，都市計

画決定後，長期間未着手となっている都市計画道路を中心として，現在の社会経

済情勢を踏まえた都市の将来像等に照らし合わせ，計画の必要性，事業の支障と

なる要因等を評価し，計画の継続，変更，廃止の方向性を判断するため，都市計画

道路再検討を実施する。 

  



（様式－２ａ 調査概要） 

 

Ⅰ 調査概要 

 

 １ 調査名称：下妻市都市計画道路再検討基礎調査 

 

 

 

 ２ 報告書目次 

 

１．調査の基本事項 

1-1 調査の背景と目的 

1-2 調査の対象 

1-3 調査の前提条件 

1-4 調査の内容と位置づけ 

 

２．下妻市の概況と都市計画の状況 

2-1 下妻市の概況 

2-2 上位計画・関連計画の状況 

2-3 都市計画の状況 

 

３．都市計画道路の評価 

3-1 区間設定 

3-2 現地写真 

3-3 調査対象路線の概要 

3-4 路線・区間別の評価 

3-5 評価結果 

 

４．今後の展開 

 

５．参考資料 

    茨城県都市計画道路再検討指針運用編（案） ※抜粋 

 

 

 

 

 

 



                                                      （様式－２ｂ 調査概要） 

 

 ３ 調査体制 

 

下妻市都市計画道路再検討基礎調査 

発注者：下妻市長  菊 池  博 

事務局：下妻市建設部都市整備課都市計画係 

 

 

 

受注者：株式会社ミカミ 

代表取締役 三上靖彦 

 

 

 

 

 

 ４ 委員会名簿等： 

  設置なし 



（様式－３ａ 調査成果） 

 

Ⅱ 調査成果 

 

 １ 調査目的 

本業務は，前提条件の整理として都市計画道路再検討路線の抽出を行うほか，再   

検討対象路線について「上位計画等における位置付け」，「道路機能面での重要性」，

「代替路線の状況」，「事業化の課題点」，「道路構造令との整合」などの主に定

性的な状況整理を行い，再検討対象路線の概略的な評価結果をまとめ，都市計画道

路再検討の大筋の方向性を明らかにし，都市計画道路の路線ごとに計画の必要性や

事業の支障となる要因等を評価することによって，都市計画道路としての計画の継

続，変更等の方向性を検証することを目的とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 ２ 調査フロー 

  

都市計画道路再検討路線の抽出 

・当初都市計画決定後 20 年以上未着手となっている区間を有する路線 

・特別な事由による再検討の必要性がある路線 

        

 

 

都市道路等の幹線道路ネットワークの確定 

・幹線道路ネットワーク（道路網構成,道路網再編方針等） 

・路線別の役割（位置付け,管理主体等）          都市計画マスタープ 

・路線別の性格（道路種別,主な交通等）          ランなどに位置付け 

・道路諸元等（交通量,車線数,種級等）              

 

 

 

見直し候補路線の抽出 

・都市計画の廃止などが想定される路線     

 

      

 

都市計画道路再検討 

・都市計画道路再検討カルテの作成  ・交通ネットワークとの整合性の検証 

①上位計画等における路線の位置付け  ⑥再編道路網（案）の仮設定 

②道路機能の検証           ⑦再編道路網（案）の適切性の検証 

②-1 ネットワーク性           ⑦-1 交通処理の適切性 

 ②-2 交通機能                   ・将来交通量に相応しい再検討内容 

 ②-3 空間機能              ・ネットワークでの交通量の整合性 

 ②-4 市街地形成機能          ⑦-2 道路配置の適切性 

③対象路線の代替道路の有無        ⑦-3 道路密度の適切性 

④事業化に支障となる要因の検証    ⑧再編道路網（案）の修正 

④-1 住民等の意向 

④-2 地形地物及び物理的な制約等 

⑤道路構造令との整合 

  

  

  

 



 ３ 調査圏域図 

 

 

※調査対象の圏域図を添付してください。 

 

調査対象の圏域は市内全域です。 

 

 



（様式－３ｂ 調査成果） 

 

 ４ 調査成果 

 

各路線・区間ごとに評価を行った結果を｢都市計画道路再検討カルテ｣の概要版と

図面、及び交通量推計による廃止路線の混雑度は以下のとおりである。 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

住民等の
意向

区域マス 都市マス
都市･市街

地連絡
都市の

骨格形成
安全・円
滑な交通

主要拠点
アクセス

都市環境
機能

都市防災
機能

公共交通
収容

市街地開
発支援

用途･地区
計画関連

市街地活
性化貢献

街区形成 代替有無
要望書・
陳情有

歴史的
資源有

自然的
資源有

地質的
問題有

大規模
構造物有

建築物
棟数多

堅牢
建築物有

3 ・ 3 ・ 1 －① 高道祖・中居指線 24
両側
有

県
国道125

号

有
(人口・産業流
出，財政難)

附図
記載有

記載有 主要幹線 高 ○ ○ ○
○

大型商
業施設

－
○

緊急輸
送道路

○
路線バ

ス
－

○
用途界

－ － 無 －
○

文化財
－ － － － － － 7 0 -1 6 存続 存続 3 ・ 3 ・ 1 － ①

3 ・ 3 ・ 1 －② 高道祖・中居指線 － － 県
国道125

号

有
(人口・産業流
出，財政難)

附図
記載有

記載有 主要幹線 高 ○ ○ ○
○

大型商
業施設

－ － － － － － － 無 －
○

文化財
－ － － － － － 4 0 -1 3 要検討 存続 3 ・ 3 ・ 1 － ②

3 ・ 4 ・ 2 －① 小島・西町線 － － 市 －
有

(人口・産業流
出，財政難)

－ 記載有 都市幹線 高 － ○ － － － － － － － － ○ 有
○

反対意
見

－ －
○

高低差
－

○
住宅密

集
－ － 2 -3 -3 -4 見直し 廃止 3 ・ 4 ・ 2 － ①

3 ・ 4 ・ 2 －② 小島・西町線 ～8 無 市 －
有

(人口・産業流
出，財政難)

－ 記載有 都市幹線 高 － ○ － － － －
○

コミュニ
ティバス

－ － － ○ 有
○

反対意
見

－ －
○

高低差
－

○
住宅密

集
－ － 3 -3 -3 -3 要検討 廃止 3 ・ 4 ・ 2 － ②

3 ・ 4 ・ 2 －③ 小島・西町線 ～8 無 市 －
有

(人口・産業流
出，財政難)

－ 記載有 都市幹線 高 － ○ － － － － － － － － ○ 有
○

反対意
見

○
天然記
念物

－ － －
○

住宅密
集

－ － 2 -3 -3 -4 見直し 廃止 3 ・ 4 ・ 2 － ③

3 ・ 5 ・ 3 －① 駅前・長塚線 7～9 無 県
下妻停車

場線

有
(人口・産業流
出，財政難)

附図
記載有

記載有 都市幹線 高 － － ○
○
駅

－ －
○

路線バ
ス

－ －
○

ウォーカ
ブル

○ 無 － － － － －
○

店舗，住
宅密集

－ － 5 0 -1 4 存続 存続 3 ・ 5 ・ 3 － ①

3 ・ 5 ・ 3 －② 駅前・長塚線 7～12 一部有 市 －
有

(人口・産業流
出，財政難)

－ 記載有 都市幹線 高 － － ○
○
駅

－ －
○

コミュニ
ティバス

－ －
○

ウォーカ
ブル

○ 無 － － － － －
○

店舗，住
宅密集

－ － 5 0 -1 4 存続 存続 3 ・ 5 ・ 3 － ②

3 ・ 5 ・ 4 －① 駅前・峯線 12 2 310 0 0.0% － － S36 58 市 －
有

(人口・産業流
出，財政難)

－ 記載有 都市幹線 高 － － －
○
駅

－ － － － － － ○ 有 － － －
○

高低差
－

○
住宅密

集
－ － 2 -3 -2 -3 要検討 廃止 3 ・ 5 ・ 4 － ①

3 ・ 5 ・ 5 －① 駅前・西町線 12 2 400 0 0.0% ～5 無 S36 58 市 －
有

(人口・産業流
出，財政難)

－ 記載有 都市幹線 高 － － ○
○
駅

－ － － － － － ○ 無 － － － － －
○

住宅密
集

－ － 3 0 -1 2 要検討 存続 3 ・ 5 ・ 5 － ①

3 ・ 5 ・ 6 －① 仲町・大町線 12 2 1,440 0 0.0% ～8
一部
両側
有

S36 58 市 －
有

(人口・産業流
出，財政難)

－ 記載有 都市幹線 高 － － ○ － － －
○

コミュニ
ティバス

－ － － ○ 有 － － － － －
◎

住宅過
密

－ － 3 -3 -2 -2 要検討 廃止 3 ・ 5 ・ 6 － ①

3 ・ 4 ・ 9 －① 駅前・田町線 18 両側有 市 －
有

(人口・産業流
出，財政難)

－ 記載有 都市幹線 高 － － －
○
駅

－ －
○

コミュニ
ティバス

－
○

用途界
－ ○ 無 － － － － － － － － 4 0 0 4 存続 存続 3 ・ 4 ・ 9 － ①

3 ・ 4 ・ 9 －② 駅前・田町線 18 両側有 市 －
有

(人口・産業流
出，財政難)

－ 記載有 都市幹線 高 － － －
○
駅

－ －
○

コミュニ
ティバス

－
○

用途界
－ ○ 有

◎
必要性
欠如

－ － － － － － － 4 -3 -2 -1 要検討 廃止 3 ・ 4 ・ 9 － ②

3 ・ 4 ・ 9 －③ 駅前・田町線 － － 市 －
有

(人口・産業流
出，財政難)

－ 記載有 都市幹線 高 － － －
○
駅

－ － － － － － ○ 有
◎

必要性
欠如

－ － － －
○

住宅密
集

－ － 2 -3 -3 -4 見直し 廃止 3 ・ 4 ・ 9 － ③

3 ・ 6 ・ 10 －① 大町・坂本線 － － 市 －
有

(人口・産業流
出，財政難)

－ 記載有 補助幹線 高 － － － － － － － － － － ○ 有 － － － － － － － － 1 -3 0 -2 要検討 廃止 3 ・ 6 ・ 10 － ①

3 ・ 6 ・ 10 －② 大町・坂本線 － － 市 －
有

(人口・産業流
出，財政難)

－ 記載有 補助幹線 高 － － ○ － － － － － － － ○ 有 －
○

文化財
－ －

○
鉄道立
体交差

○
住宅密

集
－ － 2 -3 -3 -4 見直し 廃止 3 ・ 6 ・ 10 － ②

3 ・ 3 ・ 11 －① 加養・下宮線 25 4 8,370 8,010 95.7%
11～
25

無 S61 33 県
国道294

号

有
(人口・産業流
出，財政難)

附図
記載有

記載有 主要幹線 高 ○ ○ ○
○

大型商
業施設

－
○

緊急輸
送道路

－ － － － － 無 － － － － － － － － 5 0 0 5 存続 存続 3 ・ 3 ・ 11 － ①

3 ・ 4 ・ 12 －① 南原・平川戸線 16
一部
両側
有

市 －
有

(人口・産業流
出，財政難)

附図
記載有

記載有 主要幹線 高 ○ ○ ○
○

工業団
地

－ － － － － － － 無 － － － －
○

橋梁
－ － － 4 0 -1 3 要検討 存続 3 ・ 4 ・ 12 － ①

3 ・ 4 ・ 12 －② 南原・平川戸線 16 両側有 県
山王下妻

線

有
(人口・産業流
出，財政難)

附図
記載有

記載有 主要幹線 高 ○ ○ ○
○

工業団
地

－ － － － － － － 無 － － － － － － － － 4 0 0 4 存続 存続 3 ・ 4 ・ 12 － ②

3 ・ 4 ・ 13 －① 本宿・田町線 18 2 540 450 83.3%
11～
18

両側有 H7 24 県
下妻真壁

線

有
(人口・産業流
出，財政難)

附図
記載有

記載有 主要幹線 高 － － ○ － － － － －
○

用途界
－ ○ 無 － － － － － － － － 3 0 0 3 要検討 存続 3 ・ 4 ・ 13 － ①

3 ・ 4 ・ 15 －① 東部東通り線 17 2 850 0 0.0% － － H7 24 市 －
有

(人口・産業流
出，財政難)

－ 記載有 都市幹線 高 － － － － － － － － － － ○ 有
◎

必要性
欠如

－ － － －
○

住宅密
集

－ － 1 -3 -3 -5 見直し 廃止 3 ・ 4 ・ 15 － ①

3 ・ 4 ・ 17 －① 砂沼西通り線 18 2 2,670 0 0.0%
10～
12

両側有 Ｈ10 21 県
主要地方
道結城下

妻線

有
(人口・産業流
出，財政難)

附図
記載有

記載有 主要幹線 高 ○ ○ ○
○

広域公
園

－ －
○

コミュニ
ティバス

－ － － － 無 －
○

文化財
－ － － － － － 5 0 -1 4 存続 存続 3 ・ 4 ・ 17 － ①

3 ・ 4 ・ 20 －① 大園木・鎌庭線 0 0.0%
7.5～

12

大部
分両
側有

24 県
主要地方
道つくば
古河線

有
(人口・産業流
出，財政難)

附図
記載有

記載有 主要幹線 高 ○ ○ ○ － － － － － － － － 無 － － － －
○

鉄道立
体交差

○
住宅密

集
－ － 3 0 -2 1 要検討 存続 3 ・ 4 ・ 20 － ①

3 ・ 4 ・ 20 －② 大園木・鎌庭線 0 0.0%
7.5～

10
片側
有

24 県
主要地方
道つくば
古河線

有
(人口・産業流
出，財政難)

附図
記載有

記載有 主要幹線 高 ○ ○ ○ － － － － － － － － 無 － － － － －
○

住宅密
集

－ － 3 0 -1 2 要検討 存続 3 ・ 4 ・ 20 － ②

3 ・ 4 ・ 21 －① 原・本宗道線 － － 市 －
有

(人口・産業流
出，財政難)

－ 記載有 都市幹線 高 － ○ － － － － － － － － － 有 － － － －
○

橋梁
－ － － 1 -3 -1 -3 要検討 廃止 3 ・ 4 ・ 21 － ①

3 ・ 4 ・ 21 －② 原・本宗道線 10 片側有 市 －
有

(人口・産業流
出，財政難)

－ 記載有 都市幹線 高 － ○ － － － － － － － － － 有 － － － －
○

橋梁
－ － － 1 -3 -1 -3 要検討 廃止 3 ・ 4 ・ 21 － ②

3 ・ 5 ・ 22 －① 原・田下線 12 2 2,910 0 0.0% 8～18 一部無 Ｈ1 30 県
谷和原筑

西線

有
(人口・産業流
出，財政難)

附図
記載有

記載有 都市幹線 高 ○ － ○ － － － － －
○

用途界
－ － 無 －

○
文化財

－ － － － － － 3 0 -1 2 要検討 存続 3 ・ 5 ・ 22 － ①

Ｒ１
時点

代替性有無
(マイナスカウント)

　　凡　　　例　　　　　※①～②：存続要素(位置付け，役割，機能等) 　　凡　　　例　　　　　※③～⑤：見直し要素(代用性，課題，不適合等) 　　凡　　　例

位置付けや役割が強い事項(プラスカウント：+2) 代用性や課題が重い事項(マイナスカウント：-2) 存続(+4以上)

位置付けや役割がやや強い事項(プラスカウント：+1) 代用性や課題がやや重い事項(マイナスカウント：-1) 要検討(+3～-3)

－ 位置付けや役割が弱い事項 － 代用性や課題が軽い事項 見直し(-4以下)

Ⅳ事業化の課題　(8項目)

Ⅳ
事業化

の
課題
(8)

④事業化に支障となる要因の検証 ⑤
道路

構造令
との

不整合

再編
（案）

Ⅱ
都計道

の
重要性

(11)

再検討結果
プロセス3

方向性

840 720 85.7%

58

582 1,480 0

58

0.0%

路線番号
及び

区間番号

整
備
済
延
長

交通機能
道路
種別

①上位計画等における
路線の位置づけ

(広域的連携・交流の支援)
国
県
道
認
定

当
初
決
定
年

都計道
関連

情勢等の
変化

整
備
率

Max:12～Min:-9

決
定
延
長

8 0 0.0%

空間機能

整
備
主
体
等

未
着
手
期
間

まとめ

③
代替機能

を持つ道路
(Ⅲ代替可能性) 地形・地物及び物理的制約

58

事業化の課題有無(マイナスカウント)

ネットワーク性

都市計画道路としての重要性有無(プラスカウント)

58

27

12

再検討
結果①

(重要性)

路線番号
及び

区間番号

Ⅲ
代替
の

可能性
(1)

②道路機能の検証
(Ⅱ都市計画道路としての重要性：11項目)

84.4%

市街地形成機能
上位計画，
関連計画

基礎データ

名称
幅
員

(計画)

歩
道
の
有
無

4

2

7,160 S36

S36

車
線
数

(想定)

現
道
幅
員

(代表)

Ｈ1

H4

16 1,790 0

16

0.0% S36

0.0%

2

16 2 2,310 0

12

9101

3,900 3,330

18

16 2 3,220 H8

24 8,480

85.4%

S36

S362



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



     

路線名 現況混雑度 
フルネット    

混雑度 

見直しネット  

混雑度 
 

小島・西町線 0.35 0.31 0.23  

駅前・峯線 0.29 0.36 0.1  

仲町・大町線 0.53 0.45 0.59  

駅前・田町線 0.1 0.15 0.1  

大町・坂本線 0.42 0.55 0.23  

東部東通り線 0.1 0.21 0.06  

原・本宗道線 0.96 0.37 0.78  

     

※フルネット混雑度は当該路線の最高値、見直しネット混雑度は当該路線付

近の路線の最高値、現況混雑度は見直しネット混雑度と同じ箇所の数値を抽

出。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



次年度以降，引き続き本市の都市計画道路再検討を行うにあたり，次のような事

項に留意して行うこととする。 

 

①再検討のための詳細な検証作業の実施 

本調査において整理した評価結果については，庁内関係部署や茨城県関係部署と

の協議や合意を経て，最終的な総合評価とすることが必要となる。 

庁内各部署の例としては，企画部門，道路建設部門，教育部門，産業振興部門，

各種福祉部門のほか，各種法規制に関わる部門などが想定される。 

また，茨城県などの関係機関の例としては，茨城県都市計画課，同道路建設課，

同道路維持課，同常総工事事務所，茨城県警察本部交通規制課などが想定される。 

 

②市民意見などの収集 

一般に，都市計画道路を整備することに関しては，様々な立場の様々な意見があ

ることから，これまでの都市計画決定の経緯を含めて，再編道路網（案）や都市計

画道路の見直し案（都市計画の変更案）に関する市民や地権者，各種団体の意見を

得ることが重要である。 

さらに，都市計画道路の計画線内の民地では建築制限が生じていることから，こ

れまでのセットバックの実績などの運用状況についてもあらかじめ整理しておくこ

とが重要である。 

 

③都市計画マスタープランの見直し 

本市の都市計画マスタープランでは，周辺市町との円滑な連絡を確保するために

広域幹線道路が，広域幹線道路と連携するとともに主要な拠点を支える都市の骨格

となる道路を主要幹線道路が，主要幹線道路と連携して，主に市街地を支える道路

として都市幹線道路が配置されている。また，上記の道路以外に，市街地の環境改

善等と連動して必要となる主要な道路を，地区の生活道路等をさばく地区幹線とし

て配置されている。 

今後の都市計画道路再検討作業において，都市計画道路の長期未着手区間につい

ては，沿道の土地利用状況や市街地構造等，社会経済情勢の変化を考慮して，計画

幅員の縮小，廃止など整備の方向性が示されることから，本市の都市計画に関する

最上位計画である「都市計画マスタープラン」との整合を図る必要がある。 


